
別紙３

１　総括

（1）人件費の状況（普通会計決算）

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、平成２９年４月１日現在の人数である。

      ３　給与費については、再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいない。

（3）ラスパイレス指数の状況

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を

　 　 用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

※　平成３０年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年連続で上昇している

昇給昇格等により、職員階層に変動があったことに伴う上昇及び、国より長く現給保障を行っているため。
改善策として、給料表の見直し、55歳越え職員の昇給抑制を実施した。

区　分

千円 ％

Ａ（平成３０年１月１日）

千円
２９年度

人

２８年度の人件費率

人 件 費 率

Ｂ Ｂ／Ａ

（参考）実 質 収 支 人 件 費

千円

類似団体平均

一人当たり給与費

19,614,727

人

給　　　　　　与　　　　　　費

給 与 費

％

（参考）

千円

1,896,869

14.6

5,662

千円

Ｂ

483,709

千円

2,864,624 14.6

5,762

Ａ

181,040

職員手当

職 員 数

Ｂ／Ａ

　場合、③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

1,232,120

区　分

２９年度
千円

一人当たり

手　　当
期末・勤勉

給　 料

120,015

千円

計

千円

41,160

335

歳 出 額住民基本台帳人口

井原市の給与・定員管理等について

99.1 
98.2 

98.7 99.3 

97.0 

99.1 
99.5 

97.5 

99.1 
100.1 

97.8 

99.1 

90.0

92.0

94.0

96.0

98.0

100.0

102.0

104.0

106.0

108.0

110.0

井原市 類似団体平均 全国市平均

H27.4.1

H28.4.1

H27.4.1
H28.4.1

H27.4.1

H28.4.1

H29.4.1

H30.4.1

H29.4.1

H30.4.1
H29.4.1

H30.4.1
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（4）給与制度の総合的見直しの実施状況について

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合

の見直し等に取り組むとされている。

①給料表の見直し

[　実施　　　未実施　]

　実施内容（平均引下げ率、実施時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には、その理由））

②地域手当の見直し

③その他の見直し内容

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（1）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成３０年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 円

歳 円

平均給与月額

325,831 352,982

360,319411,987

―

国

337,722

42.2

（国比較ベース）

―

（給料表の改定実施時期）平成２７年４月１日

329,845 410,94043.5

区　　分

平均年齢 平均給料月額

Ａ／Ｂ

1.21

平均年齢

250,600

―

平均給与月額

調理士

―

国

（※）

区　　分

対応する民間の類似職種

―

（Ｂ）

 うち　　　調理員

―

単身赴任手当を新設。（平成２８年４月１日実施）

平均給料月額

53.9

42.7

249,700

304,075

（内容）
一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均１．８％引下げ。若年層については、人材確保への
影響を考慮し引下げを行わず、高齢層については、最大で４％程度の引下げを行った。激変緩和のため、５年間
（令和２年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。
一般行政職以外の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて引下げ改定を実施。

平均給与月額

―

（※）

―

302,000

298,825

312,342

 うち　 自動車運転手

（※）（※）

 うち　 自動車運転手

平成２８年４月１日制度導入。東京都特別区２０％、大阪府大阪市１６％、岡山県岡山市３％を支給。

52.2

315,170

337,445

328,925

（Ａ）

（※）

6

 うち　　　調理員 4

類似団体

平均年齢 職員数

井原市

岡山県 43.6

井原市

自家用自動車運転者

373,014

区　　分

公　務　員

42.1

49.4

（国比較ベース）

平均給与月額

343,420

平均給与月額

（※）

50.7

―

岡山県

類似団体

※類似団体の職員数は、類似団体の平均職員数を記載している。

51.3

 うち 土木工員・作業員

参 考

―

―

―

299,735

2,553

―

（※）

―

民　　間

井原市

 うち 土木工員・作業員

―

18

287,575

―

（※）

286,817

（※）

328,637

311,666

371,638

（※）
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円

円 円

円 円

円

（※）対象者がゼロか僅少であるため、平均値を求めていない。

　　　③教育職（小・中学校（幼稚園））

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（2）職員の初任給の状況（平成３０年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

（3）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成３０年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

（※）対象者がゼロか僅少であるため、平均値を求めていない。

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成２７年～平成２９年の

（※）

民　間

1.48

（Ｄ）

技能労務職

Ｃ／Ｄ

3,350,200

教　育　職

376,500

344,833

4,952,473

年収ベース（試算値）の比較

（Ｃ）

165,100

―3,455,900

高　校　卒

（※）

（※）

（※）

―

（※）

213,900

（※） （※）

（※）

高　校　卒

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの　　　　 

一般行政職

395,966

―

大　学　卒 （※）

（※）
教　育　職

（※）

5,421,148 ―

区　　分

経験年数３０年

401,140

高　校　卒

379,550

中　学　卒

経験年数２５年

大　学　卒

（※）

経験年数１０年

高　校　卒

高　校　卒

191,500

一般行政職

大　学　卒

大　学　卒

147,100

区　　分

―

　おいては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等

309,796

362,185

井　原　市

155,000高　校　卒

　３ヶ年平均）

 うち　　　調理員

 うち　 自動車運転手

 うち 土木工員・作業員

岡山県

類似団体

平均給与月額

　ではない。

※学校給食員は、調理員に含めている。

―

　　　　全ての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

321,475

290,408

―

区　　　　　分

　　　　を除いたもの）で算出している。

287,268

42.3

参　　考

平均年齢

公務員

（※）

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員に

井原市

平均給料月額

38.3

井原市

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているもの

39.0

（注）１　「平均給料月額」とは、平成３０年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

経験年数２０年

区　　　　　分

技能労務職

147,100

中　学　卒

179,200

―

―

国岡　山　県

（※）

（※）

（※）

147,100

260,360

― ―

―

（※）

179,200

（※）

（※）

（※）

―

191,900

351,060
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

（1）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成３０年４月１日現在）

（注）１　井原市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

（2）昇給への人事評価の活用状況（井原市）

○

昇給可能
な区分

昇給実績が
ある区分

昇給可能
な区分

管理職員 一般職員

活用している昇給区分
昇給実績が
ある区分

○

8

円

　部次長・参与・会計管理者

　課長・参事
人

％

％

22

11.8

％

７　級
円

円人

247,10031

円

1号給の
給料月額

％

142,600

円

構成比区　　分

円

３　級

　部長・局長８　級

　係長・主査・主任

　主任主事・主任技師

平成30年4月2日から平成31年4月1日までにおける運用

５　級

６　級

449,000

　主事・技師

％

27.9

人

34

39

人

　課長補佐・主幹

43

標準的な職務内容

　主事補・技師補・主事・技師
人

１　級

職員数

２　級

４　級

13.0

407,900

標準の区分のみ（一律）

標準、下位の区分

上位、標準の区分

359,70012

円

3.1

73

最高号給の
給料月額

人 ％

8.4

円

317,600

人

4.6

円

288,400

円

192,700

円

228,900

円

477,100

303,600

円

352,000

人

259,700 393,700

％

％

16.4

14.9

円

407,800

円

円

423,000

活用予定時期

ロ　人事評価を活用していない

○○

上位、標準、下位の区分

イ　人事評価を活用している

○○

11.8% 10.5% 8.4%

16.4% 14.2%
11.8%

14.9% 19.1% 23.6%

27.9% 28.8% 28.5%

13.0% 13.9% 11.8%

8.4% 6.0% 9.5%
4.6% 4.9% 3.8%
3.1% 2.6% 2.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成３０年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

８級

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級

4



４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（２９年度支給割合） （２９年度支給割合） （２９年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

 （加算措置の状況）  （加算措置の状況）  （加算措置の状況）

・役職加算　　　５～１５％ ・役職加算　　　５～２０％ ・役職加算　　　５～２０％

・管理職加算　１５～２５％ ・管理職加算　１０～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

　

（2）退職手当（平成３０年４月１日現在）

 自己都合 応募認定・定年  自己都合 応募認定・定年

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

▽その他の加算措置 ▽その他の加算措置

 （退職時特別昇給　　　　 制度なし 　　　　）

千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２９年度に退職した職員に支給された平均額である。なお、退職手当受給

者数の関係上、公営企業職員を含めて算出している。

（3）地域手当（平成３０年４月１日現在）

1 20

％

％ 人

％

％

　円

％

3

東京都特別区 ％

1,514

国の制度（支給率）

千円

　支給職員１人当たり平均支給年額（２９年度普通会計決算）

支給対象地域 支給率

岡山県岡山市 人 3

1616

3

0

302,800

人

イ　人事評価を活用している ○

　 職制上の段階、職務の級等による

0.85

1.80

19.6695

―

　 （支給率）

0.85

岡　　　　山　　　　県

　 職制上の段階、職務の級等による　 職制上の段階、職務の級等による

2.60

0.85

勤続２０年 

39.7575

国

勤続２５年 28.0395

勤続３５年 

33.27075

39.7575

19.6695勤続２０年 

　加算措置

最高限度額 

井　　　　　原　　　　　市

 ・定年前早期退職特例措置（割増率２％～４５％）

47.709 47.71

勤続２５年 28.0395

47.709

最高限度額 

▽１人当たり平均支給額

33.27075

47.709

　支給実績（２９年度普通会計決算）

支給対象職員数

2,874 20,740

20

大阪府大阪市

　  （支給率）

勤続３５年 

1.45

24.586875

1.45

2.60

24.58688

47.709

 ・定年前早期退職特例措置（割増率２％～４５％）

47.709

○

1.80

　加算措置

１人当たり平均支給額（２９年度）

1,460

国

活用予定時期

2.60

支給可能
な成績率

昇給実績が
ある成績率

上位、標準、下位の成績率 ○

上位、標準の成績率

○ ○ ○

平成30年度中における任用 管理職員 一般職員

1,739

１人当たり平均支給額（２９年度）

井　　　　原　　　　市

　加算措置

1.45

1.80

勤勉手当への人事評価の活用状況（井原市）

支給可能
な成績率

昇給実績が
ある成績率

標準の成績率のみ（一律）

標準、下位の成績率

活用している成績率

ロ　人事評価を活用していない
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（4）特殊勤務手当（平成３０年４月１日現在）

（5）時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）職員１人当たりの平均支給額を算出する際の職員数は、[支給実績（２９年度決算）｣

　　　と同じ年度の４月１日現在の総職員数である。

　　　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

　職員１人当たり平均支給年額 （２８年度普通会計決算）

400

194

184

64,382

2,433

福祉事務所に勤務する現業を
行う職員で社会福祉法による
資格を有する職員

社会福祉業務訪問従事手当

作業従事職員

訪問従事職員

円／回

円／日

1,000

清掃業務従事手当

市税事務訪問従事手当

従事職員

300

400

200

円／回

円／日200

円／回

円／日

1,000偕楽園手当 偕楽園勤務職員

61,716　支　　　給　　　実　　　績 （２９年度普通会計決算）

保健師手当 保健師

　支　　　給　　　実　　　績 （２８年度普通会計決算）

　％

千円

　職員全体に占める手当支給職員の割合（２９年度） 24.8

変死者の検死、死体処理従事手当

　支給職員１人当たり平均支給年額（２９年度普通会計決算） 　円

円／回

家畜予防作業手当

円／日

　職員１人当たり平均支給年額 （２９年度普通会計決算）

従事職員

0千円

0千円

手当の名称 主な支給対象職員

感染症患者の収容又は消毒等に従
事した場合

　手当の種類（手当数） 8

従事職員

左記職員に対
する支給単価

変死者の検死又は死体処理に従事
した場合

　支給実績（２９年度普通会計決算）

主な支給対象業務

48千円社会福祉業務に訪問従事した場合

在家庭の結核患者の療養指導に従
事した場合

支給実績
（29年度決算）

死体の処理に従事した場合

汚物等の収集、処理及びその他清
掃等に専ら従事した場合

0千円
家畜伝染病予防法第２条に定める
家畜伝染病の予防やまん延防止等
の業務に従事した場合

徴収及び滞納処分に関する事務、
申告及び家屋調査に関する事務

202

154千円

0千円

0千円

0千円

400感染症患者の収容消毒等従事手当
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（6）その他の手当（平成３０年４月１日現在）

（注）国の制度には、上記以外にも寒冷地手当等多種にわたり手当の定めがあるが、井原市にはない。

 １項に規定する本市への派

27,000円／月

円 上限

100,000円／月

（※）満１５歳に達する日後の最初の４月１日から満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子１人

744,000

支給なし

異動等に伴い転居し、やむを

同じ

0 千円 

父母等

配偶者

744 千円 

―同じ

31,600円／月

 諭（岡山県職員給与条例

 3,970円～

適用）に応じて支給

10,000円／月

交通機関利用者

 遣職員に対し、住所又は居

6,500円／月

子

通勤距離に応じて支給

との異同 ２９年度

25,890 千円 

26,300円／月

55,000円／月

交通用具使用者（片道２㎞以上）

円

20,867

424,675

146,400円／月

 46,300円 ～

233,986

通勤距離に応じ

 2,000円 ～

円

円

同じ
運賃額に応じて支給

得ず配偶者と別居し、単身生 ―

通勤手当

国の制度と

一部、
異なる

国の制度

6,500円／月

内容及び支給単価

 1時間当たりの

手　当

 給料月額の
　　　 8～11％

 要により、休日等及び平日

管理職手当

住居手当

借
家

手 当 名

持
家

家賃額（12,000円超より

異なる内容

同じ

 上限

5,000円／月特定扶養加算 （※）

夜間勤務

 深夜（午前０時から午前５

災害派遣

 災害対策基本法第３２条第

 所を離れて市内に滞在する

 に準ずる）

 教育手当

 正規の勤務時間として午

手　当

普通会計決算

16,696

27,000円／回

1,152 千円 

最高限度額

98,441

管理職員特

（加算額あり）

円

活を常況とする場合に支給

 4,800円 ～

6,620円／日

２９年度

支給実績

等の区分により、

 平均支給年額

普通会計決算

―

円

組織別・官職別休日等
　 8,000円／回
6時間超勤務
  12,000円／回

19,000円／月

単身赴任
手　当

 合に支給

　　につき、５，０００円を加算

円

の区分により、

組織別・官職別

 ことが必要な場 合に支給

円0 千円 

0 円

異なる

20,000円／回

異なる

扶養手当

 給料額の 25％

0

0 千円 

　保育園長、幼稚園長

0

―

 管理職手当を支給される職

異なる

 6,000円 ～

円

 定時制通信

同じ

 支給職員1人当

16,734 千円 

 4,200円 ～

　員、教育職給料表３級の

 定時制教育に従事する市

平日深夜
   6,000円／回

274,328

5,400円／回

管理又は監督の地位にある職

その他の職員

 後１０時から翌日午前５

勤務態様に応じ

 時）に勤務した場合に支給

35,248 千円 　行政職給料表５～８級職

 立高等学校勤務の養護教

 時までの間に勤務した場

宿日直手当

別勤務手当

偕楽園の職員

 員が、臨時又は緊急等の必

員でその特殊性に基づき支給

3,443 千円 

34,396 千円 

6,700円／回
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５　特別職の報酬等の状況（平成３０年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分副 市 長

380,000

（参考）類似団体における最高／最低額

区 分

350,000

期
末
手
当

副 議 長

455,000

4.40

431,000

副 議 長

退職時

月分

議 員

備　　　　考

2,136万円

 →支給額については、一般職に同じ。

給料月額×在職月数×35/100副 市 長

（算定方式）

給料月額×在職月数×50/100市 長

　　　　４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

退
職
手
当

（注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

退職時

　　（２９年度支給割合）

　　　２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝   

（１期の手当額）

副 市 長

　　（２９年度支給割合）

890,000 980,000

報

酬

 上記手当の他に、扶養手当を支給（市長、副市長）。

給

料

462,000

327,000

給 料 月 額 等

279,000

794,000720,000

3.30

（支給時期）

市 長

259,000

1,209.6万円

512,000

430,000

議 長

議 員

528,000

議 長

市 長

8



６　職員数の状況

（1）部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

242

小　計

0

下水道

5

0

25

農林水産

83

0

平成３０年 平成２９年

5

22 0

　　　　　　区　　分

　部　　門

78

職 員 数

△ 7

△ 1

機構改革による

普
通
会
計
部
門

18

△ 1

2

土　木

22 23

20商　工

議　会 5

2523

14

28

13

小　計

0

26

562

232

0

560 △ 2

△ 2

2

病　院

水　道

0

5

12

174

13

227

合　　計
[    721    ］[    726    ］

249

335

179

86

公
営
企
業
会
計
等
部
門

その他 26

0交　通

328

86教育部門

0消防部門

0

一
般
行
政
部
門

22

47

主な増減理由

△ 2税　務

△ 5

事務分担の見直し

機構改革による

衛　生

対前年
増減数

0

47

労　働 0

0

△ 7

欠員不補充

　＜参考＞

　人口１万人当たり職員数 136.05 人  

国民健康保険事業推進及び介護保険事業推進の充実

（類似団体の人口１万人当たり職員数

（類似団体の人口１万人当たり職員数

0

　＜参考＞

82.04 人）

58.79 人  

63.28 人）

　＜参考＞

　人口１万人当たり職員数

欠員不補充

79.69 人  

事業推進体制の充実

育児休業者の復帰、事務分担の見直し

法改正により教育長を定数に含まない

　人口１万人当たり職員数

民　生

総　務

計
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（2）年齢別職員構成の状況（平成３０年４月１日現在）

(％)

　

（3）職員数の推移 （単位：人・%）

　

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

人

25

人

0

人 人

未満

職員数

20歳

人

49

人

44 60

～～

20歳

43歳

24歳

35歳23歳

28歳

区　分

40歳 60歳

48 5058

～

55歳

～

人人

～

59歳

～

人

47歳

～

64 10

52歳

人

計

51歳 以上

人

27歳

44歳

31歳

～ ～

32歳

～

39歳

36歳 48歳 56歳

328

２９年

330

過去５年間
の増減数（率）

人

561

人

総合計

88 87

公営企業会計計

普通会計計

88 86

２８年

331

教育

一般行政

　　　　年　度

　部門別
２６年

549 554 552 551

227

242

332 335

218

243

２５年 ２７年

64 89

３０年

242

224

243 246

330

11

222 219

560

86

0.0%

（△1.1%）

（△0.3%）

   (5.6%)　

86

562 　（2.0%）

△ 1

232

249

△ 2

△ 3

14

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18
構成比

５年前の構成比
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７　公営企業職員の状況

（1）水道事業

①職員給与費の状況

 ア　決算

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

　　　２　職員数は、平成３０年３月３１日現在の人数である。

②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成３０年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

③職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（２９年度支給割合） （２９年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

 （加算措置の状況）  （加算措置の状況）

・役職加算　　　５～１５％ ・役職加算　　　―

・管理職加算　　―

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。また、団体平均は、１人当たり

　　　　平均支給額のみ計上している（平均データが取得できないため）。

―

2.60

1,153

井 原 市

事 業 者 ―

計

％ 

（参考）

千円 

505,442

手　　当
職員手当

期末・勤勉
職 員 数

給　　　　　　与　　　　　　費

千円 千円 ％ 

Ａ 

45,036 7,667
２９年度

341,066

13,840

基 本 給

12

給　 料

千円 

― ―

―

　加算措置

1.45 0.85

　 職制上の段階、職務の級等による　 職制上の段階、職務の級等による

1.80 ―

42.6

団体平均
（市町村平均）

336,590

1,505

１人当たり平均支給額（２９年度）

44.2

492,843

 人 千円 

団体平均（市町村平均）

千円 

１人当たり平均支給額（２９年度）

511,425

井　　　　原　　　　市

区　分 平均月収額平均年齢

一人当たり給与費

千円 千円 

　加算措置

66,543

千円 

Ｂ／Ａ

6,1485,545

77,097

給 与 費 類似団体平均

 ２８年度の総費用に占
 める職員給与費比率

16.4

一人当たり

15.3

（参考）

（注）資本勘定支弁職員に係る給与費8,465千円を含まない。

２９年度
64,970

区　分

Ｂ

職員給与費
総費用に占める
職員給与費比率

Ｂ Ｂ／Ａ 

区　分

Ａ 

総 費 用
純損益又は
実質収支
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 イ　退職手当（平成３０年４月１日現在）

 自己都合 応募認定・定年  自己都合 応募認定・定年

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

▽その他の加算措置 ▽その他の加算措置

 （退職時特別昇給　　　　 制度なし 　　　　）

千円 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２９年度に退職した職員に支給された平均額である。なお、井原市につい

ては、退職手当受給者の関係上、一般職員に含めて計算している（→４（２）参照）。また、団体平均は、１人当

たり平均支給額のみ計上している（平均データが取得できないため）。

 ウ　地域手当　・・・　制度なし

 エ　特殊勤務手当　・・・　該当なし

 オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

 カ　その他の手当（平成３０年４月１日現在）

円

円

円

円

円

住居手当

手 当 名 内容及び支給単価

扶養手当

宿日直手当

上記「４（6）その他の手当」のとおり 同じ

通勤手当

3,456

4,245

354

異　同

　職員１人当たり平均支給年額 （２８年度決算）

　支　　　給　　　実　　　績 （２８年度決算）

　支　　　給　　　実　　　績 （２９年度決算）

　職員１人当たり平均支給年額 （２９年度決算）

―

▽１人当たり平均支給額 ―

管理職手当

―33.27075 勤続２５年 

― 9,878▽１人当たり平均支給額

最高限度額 

― ―

―

288

最高限度額 47.709

 ・定年前早期退職特例措置（割増率２％～４５％） ―

―

― ―47.709 勤続３５年 

24.586875 勤続２０年 

勤続３５年 39.7575

　  （支給率） 　 （支給率）

勤続２０年 19.670

勤続２５年 28.040

団体平均（市町村平均）井　　　　　原　　　　　市

47.709

 平均支給年額

283,600

（２９年度決算）（２９年度決算）

0 千円 0

支給実績

296,000888 千円 

91,200

920 千円 

40 千円 

1,418 千円 

912 千円 

460,000

手　当

管理職員特
20,000

―

一般行政職 一般行政職の

の制度との 制度と異なる

内　容

 支給職員1人当

円
別勤務手当

夜間勤務
0 千円 0 円
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（2）病院事業

①職員給与費の状況

 ア　決算

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

　　　２　職員数は、平成３０年３月３１日現在の人数である。

②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成３０年４月１日現在）

 ▽ 医師

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。なお、本市は民間事業者賃金

データをとっていないため、平均年齢、平均月収額を求めていない。

 ▽ 看護師

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。なお、本市は民間事業者賃金

データをとっていないため、平均年齢、平均月収額を求めていない。

 ▽ 事務職員

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

497,283
団体平均

（市町村平均）
42.9

井 原 市

平均年齢 基 本 給

41.5 282,563 446,796

324,084

区　分
総 費 用

純損益又は
実質収支

―

区　分 平均月収額

―

Ｂ 

％ 

2,748,628 61.8

570,599

基 本 給

608,931

千円 

区　分 平均年齢 基 本 給

△ 17,658 1,697,938

給　 料
手　　当

千円 千円 
２９年度

（参考）

1,413,587

井 原 市 54.2

 ２８年度の総費用に占
 める職員給与費比率

区　分

Ａ 

45.0

職員給与費
総費用に占める
職員給与費比率

Ｂ／Ａ 

一人当たり

62.1

％ 

区　分 平均年齢

事 業 者 ―

職 員 数
給　　　　　　与　　　　　　費

計

Ａ 

平均月収額

 人 

給 与 費

Ｂ Ｂ／Ａ

千円 千円 千円 千円 

職員手当
期末・勤勉

651,851 166,645 241,067
２９年度

千円 

168

平均月収額

団体平均

井 原 市

事 業 者

39.3 292,417

475,205

団体平均
（市町村平均）

467,031

42.0 302,889

一人当たり給与費

千円 

6,890

―

1,059,563 6,307

1,060,696

（参考）

類似団体平均
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③職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（２９年度支給割合） （２９年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

 （加算措置の状況）  （加算措置の状況）

・役職加算　　　５～１５％ ・役職加算　　　―

・管理職加算　　―

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。また、団体平均は、１人当

たり平均支給額のみ計上している（平均データが取得できないため）。

 イ　退職手当（平成３０年４月１日現在）

 自己都合 応募認定・定年  自己都合 応募認定・定年

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

▽その他の加算措置 ▽その他の加算措置

 （退職時特別昇給　　　　 制度なし 　　　　）

千円 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２９年度に退職した職員に支給された平均額である。なお、井原市につい

ては、退職手当受給者の関係上、一般職員に含めて計算している（→４（２）参照）。また、団体平均は、１人当

たり平均支給額のみ計上している（平均データが取得できないため）。

 ウ　地域手当　・・・　制度なし

井　　　　原　　　　市 団体平均（市町村平均）

１人当たり平均支給額（２９年度） １人当たり平均支給額（２９年度）

1.45 0.85 ― ―

1,435 1,403

2.60 1.80 ― ―

井　　　　　原　　　　　市 団体平均（市町村平均）

　  （支給率） 　 （支給率）

　 職制上の段階、職務の級等による 　 職制上の段階、職務の級等による

　加算措置 　加算措置

47.709 勤続３５年 

勤続２０年 19.670 24.586875 勤続２０年 

勤続２５年 28.040 33.27075 勤続２５年 

勤続３５年 39.7575

最高限度額 47.709 47.709

―

▽１人当たり平均支給額 ―

 ・定年前早期退職特例措置（割増率２％～４５％）

― ▽１人当たり平均支給額

― ―

― ―

― ―

― ―

最高限度額 

4,757
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 エ　特殊勤務手当（平成３０年４月１日現在）

主な支給対象業務

　手当の種類（手当数） 12

手当の名称

498千円

4,931千円

　職員全体に占める手当支給職員の割合（２９年度） 90.7

感染し若しくは感染の疑いがある
物件に接触し、又は防疫に従事し
た場合

感染し若しくは感染の疑いがある
物件に接触し、又は防疫に従事し
た場合

　支給実績（２９年度決算）

支給実績
（２９年度決算）

主な支給対象職員

82,055

左記職員に対
する支給単価

感染症等危険手当

　支給職員１人当たり平均支給年額（２９年度決算）

薬剤師、理学療法士、作業療
法士、言語聴覚士、管理栄養
士、臨床工学技師、視能訓練
士、看護師、准看護師

病原体等取扱手当 臨床検査技師

①6,200

看護師、准看護師

④2,000

病棟に勤務する看護師及び准看護
師で正規の勤務時間による勤務
が、深夜（午後１０時～翌日午前
５時）において行われる看護等業
務

　①７時間以上
　②４時間以上７時間未満
　③２時間以上４時間未満
　④２時間未満

円／日

200

3,000 円／回

1,000 円／回

500 円／回

千円

　円

②3,300

3,000

円／回

円／回

　％

525,994

円／回

円／日

300

（院長）
543,700円以内
（副院長）
給料月額6％＋
298,700円
（経験年数10年以
上の医師）
給料月額6％＋
278,700円
（経験年数3～10
年未満の医師）
給料月額6％＋
241,700円

放射線取扱手当 放射線技師 300 円／日

52,530千円

314千円
エックス線その他の放射線を人体
に照射する業務

医師手当

1,500 円／回

事業管理者が別
に定める額

勤務時間外呼出業務従事手当 従事職員
救急医療体制維持のため職員が、
正規の勤務時間以外に呼出しを受

1,982千円
救急医療体制維持のため自宅待機
を命ぜられた場合

自宅待機手当
看護師、放射線技師、臨床検
査技師

医師

520千円

17,558千円

認定看護師手当 認定看護師 36千円

③2,900 円／回

円／月

深夜病棟看護業務手当

予約以外外来患者診察手当 医師
宿直を行う医師が、予約以外の外
来患者を診察した場合

963千円

死後処置手当 従事職員 死後処置に従事した場合 360千円

休日当番医勤務手当 医師
休日当番医の日に勤務した場合
（医師）

37千円
55,000円から休
日勤務手当で支
給する額を差し

他医院診療手当 医師
医師が派遣協定により他医院にて
診察した場合

1,440千円
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 オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

 カ　その他の手当（平成３０年４月１日現在）

円

円

円

円

（２９年度決算）

　職員１人当たり平均支給年額 （２９年度決算）

一般行政職 一般行政職の

内容及び支給単価

5,400／回

上記「４（6）その他の手当」のとおり

201

扶養手当

異　同 内　容

 給料月額の
　　　 8～11％

管理又は監督の地位にある職

異なる。

33,828

　支　　　給　　　実　　　績 （２８年度決算） 28,521

　職員１人当たり平均支給年額 （２８年度決算） 211

　支　　　給　　　実　　　績 （２９年度決算）

管理職手当

員でその特殊性に基づき支給

 支給職員1人当

　級職員、企業医療職給料
給料表が異なる

ため、対象者が同じ

　企業行政職給料表５～８

　～５級職員、(３)５級職

　表(１)４級職員、(２)４

円
手　当

上記「４（6）その他の手当」のとおり 同じ ―
夜間勤務

7,747 千円 113,933

支給実績
の制度との 制度と異なる

121,462

 平均支給年額

0 千円 0

20,008 千円 250,097

3,688 千円 

住居手当

円
別勤務手当

11,904 千円 201,766

管理職員特

円宿日直手当

461,051

　員、４級の副看護部長

通勤手当

 病院職員 6,700円／回

30,000円／回 上記のうち医師

19,555 千円 

異なる

手 当 名

8,837 千円 

（２９年度決算）

252,497同じ ―
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